
- 1 - 

 

＜今号の内容＞ 

１．社会福祉法人経営セミナー「戦略的な情報公開に向けた備え」を開催中 

～4月 8日福岡会場は当日参加を受け付けいたします～ 

２．第 4回 医療法人の事業展開等に関する検討会 

～非営利ホールディングカンパニー型法人制度について議論～ 

 

1．社会福祉法人経営セミナー「戦略的な情報公開に向けた備え」を開催中 

～4 月 8 日福岡会場は当日参加を受け付けいたします～ 

 

 全社協・社会福祉施設協議会連絡会が主催する「社会福祉法人経営セミナー」は、本

日の仙台会場をはじめ、4会場にて開催いたします。 

本セミナーは、昨今の社会福祉法人に対するさまざまな指摘とその背景を共有し、こ

れからの社会福祉法人がめざすべき姿と、社会福祉法人の正しい理解と支持を国民から

得るための情報公開実務について、理解を深めていただくことを目的としておりますの

で、ぜひともご参加ください。 

なお、福岡会場（4月 8日（火））につきましては、当日参加を受け付けいたします。

参加を希望される方は、別添 1（開催要綱）の参加申込書に必要事項を記入いただき、

受付にお越しください。 

 

＜期日、会場＞ 

仙台会場：4月 7日（月）仙台国際ホテル「平成の間」 ※開催済み 

東京会場：4月 16日（水）ＴＯＣ有明コンベンションホール「WEST GOLD20」 

大阪会場：4月 14日（月）ホテル大阪ベイタワー「ベイタワーホール」 

福岡会場：4月 8日（火）南近代ビル「2階会議室」 

＜主な内容＞ 

○ 社会福祉法人をめぐる状況と今なすべきこと 

○ 情報公開に関する制度改正にどう対処するか 

１、制度改正のあらまし 

  制度改正のネライと『意図する』ところ、情報公開で状況が『変わる』 

２、平成 25年度決算の留意点 

  決算管理体制の再構築を実現しよう。 

  目標管理のできる決算管理体制をめざす。 

  将来必要な積立資産の積立を実現するには 
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 「期末決算手続きの総括点検表」による効率化の実現 

３、現況報告書作成の実務 

  「作成の留意点と進捗コントロールシート」の解説 

４、新基準への移行と制度改正を法人の経営基盤作りに役立てる 

  会計管理体制の再構築の視点で考えよう 

  「新会計基準に準拠した経理規程ハンドブック」の活用 

  「予算書作成のためのチェックリスト」の活用 

５、財務諸表が正しくできているかのチェックシステムの確立 

  「決算管理チェックリスト」を使っての標準化の実現 

６、会計管理体制の再構築で実現できる 

  「中長期の設備投資計画の実現」 

  「社会貢献勘定の設定による使命の遂行」 

 

２．第 4 回 医療法人の事業展開等に関する検討会 

～非営利ホールディングカンパニー型法人制度について議論～ 

 

 ４月２日、医療法人の事業展開等に関する検討会が開催され、非営利ホールディング

カンパニー型法人制度について、これまでの産業競争力会議等での議論を踏まえ、①理

念の共有、②この理念を実現するための意思決定の共有、③理念等を実現するためヒ

ト・モノ・カネを有効活用の３つを必要な要件として、「制度のイメージの一例」（下図）

が示され、議論が行われた。 
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 委員からは、理念を共有することが要件となっているが、産業競争力会議で想定して

いるのはアメリカのＩＨＮ（Integrated Healthcare Network）のように規模を大きく

するような「理念」であり、実際の医療法人が持っている地域医療を支えるといった理

念とは異なるのではないか、税法の適用が異なる法人が一つのしくみに整理するのは難

しく、そもそも財務省が了解しないのではないか、「カネ」をホールディングカンパニ

ーの中で共有できるとすると、融資をする営利法人が実質的に法人の経営を掌握するよ

うな事例が起こり得るのではないか、といった疑問を呈する意見が出された。 

 厚生労働省は、今回提示したイメージはあくまで一例であり、今後、本検討委員会で

具体的な検討を進めて頂きたいと説明した。 

 その他、同検討会の論点として、「医療法人の透明性の確保について」「医療法人制度

におけるガバナンスの強化について」の２点を追加することが提案され、了承された。 

 当日資料は、下記ホームページに掲載されている。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000042904.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「経営協情報」送付先＞ 

・ 電子メールによる直接配信をご希望された会員法人 

・ 全国経営協 協議員・監事・相談役 

・ 都道府県経営協の正副会長 

・ 都道府県経営協事務局（各県社協内所管部課長あて） 

・ 全国社会福祉法人経営青年会 会員（メールニュース配信希望者のみ） 

会員法人の皆様 

本会ホームページをご活用ください！ 
http://www.keieikyo.gr.jp/ 

会員法人情報公開ページを開設 

会員法人の社会への積極的な情報公開のツールとして、法人情報公開ページを活用くだ
さい。自法人のホームページがなくても無料でインターネット上に情報公開ができます
（法人概要、公益的取組等の実施状況、事業報告、財務諸表、監査報告書など）。もちろ
ん、法人の既存ホームページへのリンクも可能です。 

（ホームページ右の「会員法人情報公開ページ」をクリック） 

ＷＥＢ経営診断 

会員法人が自ら法人の現状把握と経営課題の抽出、改善への取り組みに向けて、手軽に
ホームページ上にて、無料で経営診断できるツールです。 
「チェックリスト」「組織風土診断」「財務分析」の 3つを利用いただけます。 

（ホームページ左の「ＷＥＢ経営診断」のロゴマークをクリック） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000042904.html
http://www.keieikyo.gr.jp/

